
白井市水道事業について

令和２年１０月１５日（木）

令和2年度 第1回白井市上下水道事業審議会
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水道事業とは？
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①近代水道の始まり

近代における水道は明治２０年（1887年）に完
成した横浜の水道に始まります。
その後、函館、長崎、大阪、東京、神戸などの開
港場に次々布設されます。

外国との貿易の活性化に伴うコレラなどの
伝染病の流行に対処するため
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②水道の目的

「水道事業」には水道法で定められた目的があり
ます。（昭和３２年制定）

第１条 この法律は、水道の布設及び管理を適正かつ合
理的ならしめるとともに、水道を計画的に整備し、及び
水道事業を保護育成することによって、清浄にして豊富
低廉な水の供給を図り、もって公衆衛生の向上と生活環
境の改善とに寄与することを目的とする。

4



③水道の経営

「水道事業」は地方公営企業が経営する企業です。
地方公営企業法が適用（昭和２７年制定）

第３条 地方公営企業は、常に企業の経済性を発揮
するとともに、その本来の目的である公共の福祉を
増進するように運営されなければならない。
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④地方公営企業の意義
水道・下水道・病院・地下鉄etc…存在理由は

■日常生活に欠くことのできないサービスとして安
定的・継続的に供給する必要があり、利潤の有無に
関係なく実施する必要がある事業。

■施設の建設に巨額の資金を必要とし、その投資資
金の回収に長期間を要するため、民間資本の進出が
期待できない事業。

■日常生活の環境整備など、地方公共団体が行う一
般行政事務との密接な関連に基づいて実施すること
が適当な事業。

等が挙げられます
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白井市水道事業の概要
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沿革

■昭和59年 白井町の町営水道が始まる

■平成 9年 区画整理事業に伴い、西白井地区の拡張

■平成28年 配水場建設着工

■昭和62年 冨士地域から給水開始
その後、白井、西白井、富塚…各地域順次給水開始

■令和２年 経営基盤強化のため、水道料金改定
平均改定率１５％改定

■平成13年 町から市へ（市制施行）
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■平成30年 配水場完成
平成31年4月から市営水道区域全域配水開始

■平成28年 白井市水道事業経営戦略策定
（平成29年度～令和８年度）



市営水道区域

市営水道区域

市営水道区域

県営水道区域

県営水道区域

配水場

北総線

至新鎌ヶ谷

北総線

至千葉NT中央

西白井駅

白井駅

北総線

給水区域面積 591ha
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■給水人口 19,905人

■給水戸数 7,994戸

県営水道人口 35,239人

市内人口 63,336人

市内全体普及率 87％

県営水道戸数 14,082戸

市内戸数 26,055戸

■給水量

年間給水量
1,771,425m3

有収水量
1,720,762m3

有収率
97.1％

無収水量等
50,663m3

無収率
2.9％

白井配水池
約590杯分

水道料金収入に
つながった水量

漏水、消防などで使用
（料金収入にならなかった水量）

平成３１年度末

※1m3（1,000Ｌ）=500mlペットボトル×2,000本
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■配水管総延長 約99ｋｍ

平成31年度末

第134期配水管布設工事（折立地先）
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配水区域切り替え作業業務（Ｈ30年度～Ｈ31年度）
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収益的収入及び支出
平成31年度決算

5億54百万円 支出 収入 4億78百万円

約76百万円
の純損失

水道料金
3億47百万円

総収入の約7割３分
は水道料金

受水費
2億93百万円

減価償却費
1億18百万円

給水サービスなどの費用
98百万円

その他の収益
1億31百万円

支払利息
10百万円

人件費
35百万円

その他の収益のうち
・市からの補助金 51百万円
・県からの補助金 11百万円

水道料金収入で支出を賄え
ないため、県や市から補助
金をもらって運営していま
す。

全ての水を
印旛広域水道から購入

■会計…経理は企業会計方式
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経営



96万m3 177万m3

84％

2億
5百万円

3億
47百万円

69％

■受水量の増加に対して、
水道料金の増加幅が小さい。

全ての水を
印旛広域水道

から購入

■管路の老朽化に伴う修繕費の増加。

■今後、人口は微増して、横ばいの見込み。
大幅な料金収入は見込めない。

19,500

20,000

20,500

21,000

H31 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8

給水人口（人）

水道事業の現状と課題

12,797人 19,905人

56％

平成18年度 平成31年度13年後

受水量

水道料金

給水人口

■配水場稼働に伴い、必要経費が増加。
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■法定耐用年数（38年）を超える管路の増大
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延長（ｍ）

昭和59年度 平成元年度 平成5年度 平成10年度 平成15年度 平成20年度 平成25年度 平成30年度

令和10年度の時点で
法定耐用年数を経過している

管路延長＝28,434m
約30km

令
和
5
年
度
に
38
年
経
過
す
る
管

約30kmを更新するためには、
約18億円が必要！
莫大な費用がかかる

限られた財源の中で
管路の更新をするために
管路更新計画の策定を

令和４年度予定
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水道料金改定の概要

《平成３１年３月７日 白井市上下水道事業審議会の答申》

市営水道は維持管理費等の経費の増加や、法定耐用年数を迎える水道施設の
管路更新計画を策定し計画的な施設の更新による事業費の増加が見込まれるほ
か、大規模災害に備えた剰余金の確保が必要不可欠であることから、水道事業
の経営健全化を推進し経営基盤の一層の強化のため、水道料金改定は必要で
あると答申します。

◎ 平均改定率 １５%
◎ 改定期日 令和２年４月１日

白井市上下水道事業審議会の答申を踏まえ、市
は、水道料金を改定する方針としました。

令和元年９月の白井市議会において、条例の改正案が可決
1
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経営戦略の見直し時期

Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ1 Ｒ2 Ｒ3 Ｒ4 Ｒ5 Ｒ6 Ｒ7 Ｒ８

白井市第５次総合計画（Ｈ28～Ｒ７）

白井市水道事業経営戦略（Ｈ29～Ｒ8）

第３次白井市水道事業中期経営計画

白井市公共施設総合管理計画（Ｈ２９～Ｒ３８）

適宜見直し・修正 適宜見直し・修正


